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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第44期

第１四半期累計期間
第45期

第１四半期累計期間
第44期

会計期間
自平成28年２月１日
至平成28年４月30日

自平成29年２月１日
至平成29年４月30日

自平成28年２月１日
至平成29年１月31日

売上高 （千円） 895,873 843,107 4,182,382

経常利益 （千円） 91,604 67,176 404,357

四半期（当期）純利益 （千円） 59,630 43,956 271,117

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 407,196 412,505 412,505

発行済株式総数 （株） 2,734,000 8,305,200 2,768,400

純資産額 （千円） 1,988,752 2,145,496 2,183,324

総資産額 （千円） 3,092,098 4,145,706 4,222,622

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 7.28 5.29 32.85

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 7.13 5.25 32.70

１株当たり配当額 （円） － － 40.00

自己資本比率 （％） 64.3 51.7 51.7

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４　当社は、平成29年２月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりますが、前事業年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益金額および潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

５　当社は、平成29年２月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりますが、第44期の１

株当たり配当額については、当該株式分割前の配当額で記載しております。

 

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1)業績の状況

当第１四半期累計期間における経済状況は、英国のＥＵ離脱問題に伴う不透明感の高まりの影響拡大や、中国を始

めとするアジア新興国経済の先行きの不透明感は残るものの、国内経済については、政府・日銀の各種経済政策や金

融緩和策等により企業収益や雇用環境に改善がみられる等、景気は緩やかな回復基調で推移しました。

当社の属する建設業界においても、建設技能労働者の慢性的な人手不足による労務単価の上昇等の不安材料は残る

ものの、公共投資予算は前年を上回る計画となっており、また、企業収益改善による設備投資の増加や、東京オリン

ピックに関連する事業の増加等の理由により、緩やかな回復基調で推移しております。

また、プラント解体分野においては、高度経済成長期より積み上がった資本ストックの老朽化に伴う改修・解体工

事の増加、企業の再編・海外移転等に伴うリストラクチャリングの増加、また、産業競争力強化、エネルギー供給構

造高度化等の政府の各種政策も後押しとなり、企業の設備投資に伴う解体工事案件の増加がみられるようになりまし

た。

このような状況のもと、当第１四半期累計期間の業績につきましては、大型工事の完工時期の延長および工事進行

基準対象工事の施工開始時期の遅れなどにより、当第１四半期会計期間において計上される完成工事高が減少した結

果、当第１四半期累計期間の売上高は843,107千円（前年同期比5.9％減）となりました。また、利益面におきまして

も、当第１四半期会計期間に計上される完成工事高が減少した結果、営業利益は65,734千円（同27.0％減）、経常利

益は67,176千円（同26.7％減）、四半期純利益は43,956千円（同26.3％減）となりました。

 

(2)財政状態の分析

（資産）

当第１四半期会計期間末の資産合計は4,145,706千円となり、前事業年度末に比べ76,915千円の減少となりまし

た。これは主に未成工事支出金が142,367千円増加、現金預金が37,632千円増加した一方、電子記録債権が209,961千

円、受取手形及び売掛金が20,865千円、完成工事未収入金が19,340千円、それぞれ減少したこと等が要因でありま

す。

 

（負債）

当第１四半期会計期間末の負債合計は2,000,210千円となり、前事業年度末に比べ39,087千円の減少となりまし

た。これは主に短期借入金が300,000千円増加、未成工事受入金が169,026千円増加した一方、工事未払金が370,087

千円減少、未払法人税等が56,253千円減少したこと等が要因であります。

 

（純資産）

当第１四半期会計期間末の純資産合計は2,145,496千円となり、前事業年度末に比べ37,828千円の減少となりまし

た。これは主に利益剰余金が39,095千円減少したこと等が要因であります。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業上および財務上の対処すべき課題はありません。

 

(4)研究開発活動

当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は4,871千円であります。

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,600,000

計 21,600,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年４月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年６月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,305,200 8,305,200
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数は100株

であります。

計 8,305,200 8,305,200 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成29年３月17日

新株予約権の数（個） 3,168

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 316,800（注）1

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,171（注）1

新株予約権の行使期間
自　平成31年５月１日

至　平成36年４月３日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　2,171

資本組入額　　1,086

新株予約権の行使の条件 (注)２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、贈与、質入、その他の処分および

相続は認められない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)３

（注）１　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

また、行使価額を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額を

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×
既発行株式数 ＋

新株発行(処分)株式数×
１株あたり払込金額

または処分価額

新規発行前の1株あたりの時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数
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２　新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けたものは、下記の定めに応じて、それぞれに定める決算期における有価証券報告書

における損益計算書（連結財務諸表を作成している場合は、連結損益計算書）に記載される営業利益の額が、

それぞれに定める業績判定水準のいずれかを超過した場合に、当該業績判定水準を最初に充たした決算期の有

価証券報告書の提出日の翌日以降に行使することができる。

（ⅰ）平成31年1月期の営業利益が800,000千円を超過した場合

（ⅱ）平成32年1月期から平成34年1月期のいずれかの期の営業利益が1,000,000千円を超過した場合

②新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても当社、当社子会社または当社関係会社の役員また

は従業員であることを要する。

その他の権利行使の条件は、株主総会決議および新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と対象者との

間で締結した「新株予約権割当契約書」等に定める。

３　組織再編成に際して定める契約書または計画書等の条件にしたがって、以下に定める会社の新株予約権を交付

する旨を定めた場合には、当該組織再編成の比率に応じて、以下に定める会社の新株予約権を交付するものと

する。

①合併（当社が消滅する場合に限る）

合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社

②吸収分割

吸収分割する株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一部を継承する株式会社

③新設分割

新設分割により設立する株式会社

④株式交換

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社

⑤株式移転

株式移転により設立する株式会社

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成29年２月１日（注） 5,536,800 8,305,200 ― 412,505 ― 373,475

（注）　株式分割（１株：３株）によるものであります。
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（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年１月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成29年４月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

2,766,500
27,665 －

単元未満株式
普通株式

1,900
－ －

発行済株式総数 2,768,400 － －

総株主の議決権 － 27,665 －

（注）　当社は、平成29年２月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりますが、上記記載の株式

数等には当該株式分割を反映しておりません。

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成29年２月１日から平成29

年４月30日まで)および第１四半期累計期間(平成29年２月１日から平成29年４月30日まで)に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（平成29年１月31日）
当第１四半期会計期間
（平成29年４月30日）

資産の部   

流動資産   

現金預金 702,153 739,785

受取手形及び売掛金 48,525 27,659

電子記録債権 253,194 43,232

完成工事未収入金 2,195,146 2,175,806

未成工事支出金 496,235 638,603

貯蔵品 5,035 5,016

その他 115,016 115,169

貸倒引当金 △2,520 △2,261

流動資産合計 3,812,787 3,743,012

固定資産   

有形固定資産 351,090 344,056

無形固定資産 16,246 15,072

投資その他の資産   

その他 43,677 44,746

貸倒引当金 △1,180 △1,180

投資その他の資産合計 42,497 43,566

固定資産合計 409,835 402,694

資産合計 4,222,622 4,145,706

負債の部   

流動負債   

工事未払金 942,776 572,688

短期借入金 550,000 850,000

1年内償還予定の社債 100,000 50,000

未払法人税等 82,199 25,946

未成工事受入金 172,357 341,383

株主優待引当金 5,275 －

その他 145,009 118,140

流動負債合計 1,997,617 1,958,159

固定負債   

退職給付引当金 34,811 35,165

資産除去債務 3,719 3,736

その他 3,149 3,149

固定負債合計 41,680 42,050

負債合計 2,039,297 2,000,210

純資産の部   

株主資本   

資本金 412,505 412,505

資本剰余金 373,475 373,475

利益剰余金 1,397,344 1,358,248

株主資本合計 2,183,324 2,144,229

新株予約権 － 1,267

純資産合計 2,183,324 2,145,496

負債純資産合計 4,222,622 4,145,706
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期累計期間
(自　平成28年２月１日
　至　平成28年４月30日)

 当第１四半期累計期間
(自　平成29年２月１日
　至　平成29年４月30日)

売上高   

完成工事高 877,038 822,056

兼業事業売上高 18,835 21,051

売上高合計 895,873 843,107

売上原価   

完成工事原価 685,108 641,314

兼業事業売上原価 10,082 12,888

売上原価合計 695,191 654,202

売上総利益   

完成工事総利益 191,929 180,742

兼業事業総利益 8,752 8,162

売上総利益合計 200,682 188,904

販売費及び一般管理費 110,681 123,170

営業利益 90,000 65,734

営業外収益   

不動産賃貸料 2,696 2,696

その他 643 766

営業外収益合計 3,340 3,462

営業外費用   

不動産賃貸費用 768 761

支払手数料 537 189

株式交付費 93 450

その他 336 620

営業外費用合計 1,736 2,020

経常利益 91,604 67,176

税引前四半期純利益 91,604 67,176

法人税、住民税及び事業税 10,577 23,008

法人税等調整額 21,396 211

法人税等合計 31,974 23,220

四半期純利益 59,630 43,956
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【注記事項】

（追加情報）

　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期会計期間から適用しております。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自 平成28年２月１日
至 平成28年４月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成29年２月１日
至 平成29年４月30日）

減価償却費 8,988千円 7,034千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成28年２月１日　至　平成28年４月30日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年４月21日
定時株主総会

普通株式 122,832 90 平成28年１月31日 平成28年４月22日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成29年２月１日　至　平成29年４月30日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年４月26日
定時株主総会

普通株式 83,052 30 平成29年１月31日 平成29年４月27日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成28年２月１日　至　平成28年４月30日）

１　報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 

プラント解体
事業

計

売上高     

外部顧客への売上高 877,038 877,038 18,835 895,873

セグメント間の内部売上高ま

たは振替高
－ － － －

計 877,038 877,038 18,835 895,873

セグメント利益 191,929 191,929 8,752 200,682

（注）　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、人材サービスを含んでおります。

 

２　報告セグメントの利益または損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額および当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 191,929

「その他」の区分の利益 8,752

販売費及び一般管理費 △110,681

四半期損益計算書の営業利益 90,000

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成29年２月１日　至　平成29年４月30日）

１　報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 

プラント解体
事業

計

売上高     

外部顧客への売上高 822,056 822,056 21,051 843,107

セグメント間の内部売上高ま

たは振替高
－ － － －

計 822,056 822,056 21,051 843,107

セグメント利益 180,742 180,742 8,162 188,904

（注）　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、人材サービスを含んでおります。

 

２　報告セグメントの利益または損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額および当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 180,742

「その他」の区分の利益 8,162

販売費及び一般管理費 △123,170

四半期損益計算書の営業利益 65,734
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額および算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成28年２月１日
至　平成28年４月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成29年２月１日
至　平成29年４月30日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 7円28銭 5円29銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 59,630 43,956

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 59,630 43,956

普通株式の期中平均株式数（株） 8,193,492 8,305,200

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 7円13銭 5円25銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 164,640 70,620

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前事業年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

（注）　当社は、平成29年２月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前事業年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益金額および潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

２【その他】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ベステラ株式会社(E31731)

四半期報告書

12/14



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成29年６月14日

ベステラ株式会社

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 浅野　俊治　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小泉　淳　　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

るベステラ株式会社の平成29年２月１日から平成30年１月31日までの第45期事業年度の第１四半期会計

期間（平成29年２月１日から平成29年４月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年２月１日から

平成29年４月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び

注記について四半期レビューを行った。
 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して

四半期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。
 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比

べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ベステラ株式会社の平成29年４月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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